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▶ 特集

これからの 国土強靱化
・第 1次国土強靱化実施中期計画について
・国土交通省における i-Construction2.0 とインフラ分野のDXの推進
　～ AI・データ駆動型のエコシステムの実現に向けて～
・大規模地震・津波災害応急対策対処方針
・気候変動と極端現象  ～『日本の気候変動 2025』が示す将来予測 ～
・国土交通省における TEC-FORCE の取組
・国土強靱化に向けた国土地理院の取組 
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（一社）全国測量設計業協会連合会　会 員 名 簿
協会名 住所 TEL FAX E-mail

（一社）北海道測量設計業協会 062-0921 北海道札幌市豊平区中の島1条4-9-2　北海道測量会館3F 011-811-7363 011-814-8528 hokusokukyo＠nifty.com

（一社）青森県測量設計コンサルタント協会 030-0822 青森県青森市中央1-1-8 017-735-2857 017-777-2598 aosoku@snow.ocn.ne.jp

（一社）岩手県測量設計業協会 020-0122 岩手県盛岡市みたけ4-4-20　土木技術会館2F 019-646-3344 019-646-3399 iwasoku＠nifty.com

（一社）宮城県測量設計業協会 980-0014 宮城県仙台市青葉区本町3-6-17　勾当台本町ビル4階 022-265-3264 022-261-0033 jimukyoku＠miyasoku.or.jp

（一社） 秋田県県土整備コンサルタンツ協会 010-0951 秋田県秋田市山王6-1-13　山王プレスビル5F 018-862-8050 018-862-9183 info＠akisoku.com

（一社）山形県測量設計業協会 990-0024 山形県山形市あさひ町23-69 023-632-6292 023-632-6303 y-survey＠theia.ocn.ne.jp

（一社）福島県測量設計業協会 960-8061 福島県福島市五月町4-25　福島県建設センター6階 024-523-1728 024-523-1729 fukusoku＠jade.dti.ne.jp

（公社）茨城県測量・建設コンサルタント協会 311-4164 茨城県水戸市谷津町1-23 029-254-8200 029-254-8180 master＠ibasokkyo.or.jp

（一社）栃木県測量設計業協会 320-0061 栃木県宇都宮市宝木町1-42-10 028-622-0622 028-627-5024 info＠tochisokukyo.org

（一社）群馬県測量設計業協会 371-0853 群馬県前橋市総社町3-1-10　測量設計会館 027-251-0730 027-253-1339 info＠gunsokkyo.or.jp

（一社）埼玉県測量設計業協会 336-0031 埼玉県さいたま市南区鹿手袋4-1-7　埼玉建産連会館3階 048-866-1773 048-864-3055 saisokyo＠apricot.ocn.ne.jp

（公社）千葉県測量設計業協会 260-0013 千葉県千葉市中央区中央4-16-1　建設会館ビル6階 043-225-4161 043-227-1872 jimukyoku＠cspa.jp

（一社）東京都測量設計業協会 162-0801 東京都新宿区山吹町11-1 測量年金会館7階 03-3235-7241 03-3235-0406 tsk＠sokuryo.or.jp

（一社）神奈川県測量設計業協会 231-0023 神奈川県横浜市中区山下町1番地　シルクセンター4階　405号 045-662-6676 045-664-9560 info＠shinsokky.jp

（一社）山梨県測量設計業協会 400-0854 山梨県甲府市中小河原町1612-3　測量設計会館 055-244-0111 055-244-0112 info＠survey.or.jp

（一社）長野県測量設計業協会 380-0838 長野県長野市大字南長野県町484-1 センター ボア 702 026-233-5078 026-233-5089 chosokyo＠seagreen.ocn.ne.jp

（一社）新潟県測量設計業協会 951-8131 新潟県新潟市中央区白山浦1-621-22　大塚第三マンション201号 025-267-1110 025-233-2750 shinsoku＠oregano.ocn.ne.jp

（一社）富山県測量設計業協会 939-8094 富山県富山市大泉本町1-12-14 076-422-3003 076-422-5341 jimukyoku1＠tomisoku.or.jp

（一社）石川県測量設計業協会 920-0059 石川県金沢市示野町西81 076-268-4900 076-268-7773 info＠ishi-sokuryo.or.jp

（一社）岐阜県測量設計業協会 500-8385 岐阜県岐阜市下奈良二丁目2番1号　岐阜県福祉・農業会館2階 058-274-4795 058-276-1224 gsk＠quartz.ocn.ne.jp

（一社）静岡県測量設計業協会 420-0858 静岡県静岡市葵区伝馬町9番地の7　塚本ビル2階 054-252-0322 054-251-7957 jimukyoku＠seisoku.or.jp

（一社）愛知県測量設計業協会 460-0002 愛知県名古屋市中区丸の内3-19-30  愛知県住宅供給公社ビル3階 052-953-5021 052-953-5020 jimukyoku＠aisokkyo.or.jp

（一社）福井県測量設計業協会 918-8012 福井県福井市花堂北1-7-5　福井県測量会館 0776-34-1828 0776-34-4610 info＠fukusoku.jp

（一社）京都府測量設計業協会 604-8151 京都市中京区蛸薬師通烏丸西入橋弁慶町234　MJP烏丸ビル5階 075-252-3101 075-252-3102 kyosoku＠isis.ocn.ne.jp

（一社）兵庫県測量設計業協会 650-0012 兵庫県神戸市中央区北長狭通4-9-26　西北神ビル4階 078-333-0966 078-333-0969 info＠hyosoku.or.jp

（公社）奈良県測量設計業協会 630-8012 奈良県奈良市二条大路南一丁目2番11号　第二松岡ビル302号 0742-32-4100 0742-32-4101 nasoku＠world.ocn.ne.jp

（一社）和歌山県測量設計業協会 640-8281 和歌山県和歌山市湊通丁南1-3-1 ル・シャトー真砂4階 073-431-2370 073-428-3012 info＠wasoku.jp

（一社）鳥取県測量設計業協会 680-0031 鳥取県鳥取市本町3-201　鳥取産業会館・鳥取商工会議所ビル2階 0857-26-9832 0857-26-9838 torisoku＠alto.ocn.ne.jp

（一社）島根県測量設計業協会 690-0816 島根県松江市北陵町41番地　島根県土質技術研究センター2階 0852-67-1764 0852-67-1768 s-sokkyo＠mx.miracle.ne.jp

（一社）岡山県測量設計業協会 700-0823 岡山県岡山市北区丸の内2丁目12-20　内山下ビル405号 086-226-0670 086-201-0106 okayama＠kensokkyo.or.jp

（一社）広島県測量設計業協会 730-0012 広島県広島市中区上八丁堀8-23　林業ビル5階 082-228-4899 082-222-0599 kensokyo＠kensokyo.or.jp

（一社）山口県測量設計業協会 753-0064 山口県山口市神田町5-11　山口神田ビル404 083-925-8022 083-920-2818 y.sokyo＠isis.ocn.ne.jp

（一社）徳島県測量設計業協会 770-0931 徳島県徳島市富田浜2-10　徳島県建設センター5階 088-625-3617 088-655-5672 info＠tokushima-sok.jp

（一社）香川県測量設計業協会 761-8057 香川県高松市田村町484-4 087-814-7070 087-814-7071 sok＠kagawa-sok.jp

（一社）愛媛県測量設計業協会 790-0002 愛媛県松山市二番町4-4-4　愛媛県建設会館2F 089-931-8388 089-931-8387 essk＠dokidoki.ne.jp

（一社）高知県測量設計業協会 780-8061 高知県高知市朝倉甲74番地1 088-840-3338 088-840-3313 ksk＠bg.wakwak.com

（一社） 福岡県測量設計コンサルタンツ協会 812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東2-5-28　博多偕成ビル704号 092-473-6525 092-413-0707 info＠f-spca.jp

（一社） 佐賀県県土づくりコンサルタンツ協会　 849-0937 佐賀県佐賀市鍋島2-13-4 0952-33-6010 0952-33-6012 sasoku＠po.saganet.ne.jp

（一社） 長崎県測量設計コンサルタンツ協会 852-8108 長崎県長崎市川口町6-17　シャン・ドゥ・ブレ浦上302号 095-845-5257 095-845-0048 nagasoku＠ninus.ocn.ne.jp

（一社） 熊本県測量設計コンサルタンツ協会 862-0924 熊本県熊本市中央区帯山1-38-31 096-385-9390 096-385-9391 info＠kumasoku.or.jp

（一社） 大分県測量設計コンサルタンツ協会 870-0943 大分県大分市大字片島555番地 097-567-7150 097-567-7155 sokukyou＠oct-net.ne.jp

（一社）宮崎県測量設計業協会 880-0121 宮崎県宮崎市大字島之内10211-9 0985-39-9638 0985-39-9621 kyokai＠mspa.or.jp

（公社）鹿児島県測量設計業協会 890-0066 鹿児島県鹿児島市真砂町48-1 099-285-2580 099-285-2584 ksapa＠po.minc.ne.jp

（一社）沖縄県測量建設コンサルタンツ協会 900-0021 沖縄県那覇市泉崎1-7-19　天久ビル2階 098-861-5662 098-863-3922 osk＠h4.dion.ne.jp



一般社団法人 全国測量設計業協会連合会
http://www.zensokuren.or.jp

全測連は、
都道府県測協44団体・約2,600社によって構成される
一般社団法人全国測量設計業協会連合会の略称です。

全測連の活動方針
①社会貢献活動の実施
②法制及び施策の調査研究
③関係機関や団体との交渉や連携
④品質確保に関する調査研究
⑤測量設計に関する情報の収集及び提供
⑥経営に関する調査研究
⑦最新技術の調査研究と普及促進

わたくしたちは、

新しい時代の測量設計業務をめざし、

経営情報から最新技術の情報まで

幅広い事業活動を展開致します。
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1JAPAN FEDERATION OF SURVEY AND  PLANNING ASSOCIATIONS

明けましておめでとうございます。皆様におかれましては、健やかに新春をお迎
えのことと心からお慶び申し上げます。また、平素から全測連に対しまして格別の
御支援、御指導を賜り心から厚く御礼申し上げます。

昨年を振り返ると国内では7月の参議院議員選挙において、物価高騰や政治資金不
記載問題への対応が問われ、政権与党が敗北を喫しました。その後、自民党総裁の
交代、公明党との連立解消、自民・維新による連立政権の発足、そして初の女性首相・
高市首相の誕生と、政治情勢は大きく動きました。少数与党ではありますが、高市
政権には持論である責任ある積極財政の展開を期待しております。海外に目を向け
ると、イスラエルによるガザ地区への攻撃は一時停戦に至ったものの、依然として
不透明な状況が続いています。ウクライナ戦争の長期化、トランプ大統領による関
税政策への各国の対応、高市首相の発言を契機とした中国との摩擦など、国際情勢
も混迷を深めた一年でした。
このような不安定な状況下においても、全測連は皆様のご尽力により、事業を着
実に推進することができました。総務広報、経営、技術、未来の測量委員会の4委員
会を中心に、ニーズに即した調査・研究を行い、要望活動を通じて成果を上げるこ
とができました。関係者の皆様のご協力に、改めて感謝申し上げます。
政権から離れた公明党とは、「公明党測量設計議員懇話会」を通じて長年にわたり
連携し、多くの議員の方々と問題課題を共有させていただきました。政権の中では
長年にわたり国土交通大臣を輩出されるなど業界の理解者として多大なご支援をい
ただきました。公共インフラ整備は災害時の安全確保、経済発展、国民生活の向上
に直結するものであり、この認識を同じくする仲間として、今後もご支援を賜れる
ものと期待しております。
議連の活動に触れましたが、測量法の改正（令和6年6月改正、令和7年4月施行）
は議員立法による改正であり、「自民党測量設計議員連盟」や「公明党測量設計議員
懇話会」のメンバーである各議員をはじめ、多くの政府関係機関の皆様のご尽力に
より纏まったもので、この場をお借りしてお礼申し上げるとともに、我々の地道な
調査研究、要望等の活動が結実したものであり、携わった多くの会員の皆様にも感

巻

頭

言

会長

藤 本  祐 二

年 頭 挨 拶



2 全 測 連

謝いたします。これに留まらず測量士の試験も国土地理院等の関係者のご努力もあ
り、大きく見直していただき、合格率も40％を超えるなど若手技術者にとって目指
すべき魅力ある資格になったのではと考えます。
この改正にご尽力いただいた全測連の顧問の佐藤前議員には深く感謝申し上げま
す。佐藤議員には、毎年の技術者単価のアップ等に多大な貢献を頂き、昨年の参議
選で見坂議員に上手くバトンタッチしていただきました。見坂議員にも我々と同じ
目線で活動していただけるものと期待しています。さて、ここで申し上げなければ
ならないのは、一昨年末の事故で急逝された当時顧問であった足立議員のことです。
訃報を聞き昨年の正月を暗澹たる気持ちで迎えたことを思いだします。足立議員は、
経済発展の基礎となる日本のインフラ整備は諸外国との比較の中ではむしろ遅れて
いる、世界との産業競争に負けないためにも更に推進すべきと力説され、我々を引
っ張って行ってくれました。個人的には、1期目の参議院選挙の直前に私の地元熊本
に大地震が起こり、選挙活動の傍ら何度も災害現場に足を運んでいただき、前技監
として一早い復興に力を貸していただいたことを思いだします。この紙面をお借り
して、改めてご冥福をお祈りします。
国における「防災・減災、国土強靱化対策」も令和7年度で加速化対策の最終年を
迎えます。この加速化対策は約15兆円規模で推進してきましたが、国民の、安全安
心の実現には、まだ多くの課題があると認識してます。今後は「第1次国土強靱化実
施中期計画」に基づき、2026年度から約20兆円規模で推進される予定です。厳しい
政治情勢の中、その状況を注視しながら、我々も粘り強く訴え続けてまいります。
災害対応に加え、「働き方改革」「ICT活用による生産性向上」など、喫緊の課題は
山積しております。担い手確保を含め、国会議員、政府機関、地方公共団体の皆様
と連携し、共に課題に立ち向かってまいります。引き続き、ご指導・ご支援をお願
い申し上げます。
結びに、この1年が皆様にとりまして希望に満ちた素晴らしい年となりますよう、
心からお祈り申し上げます。

巻

頭

言
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新年を迎え、謹んで新春の御挨拶を申し上げます。
日頃より国土交通行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

能登半島地震の発生から2年、そして、復興中の奥能登を襲った豪雨から約1年3月が経
ちました。先月も、青森県において最大震度6強を記録する大規模地震が発生したところです。
被災された方 に々心よりお見舞い申し上げるとともに、震災や豪雨によって亡くなられた方々
の御冥福を改めてお祈りいたします。国土交通大臣就任後、直ちに能登半島の被災地へ視
察に行ってまいりました。能登半島地震、東日本大震災をはじめとする被災地の賑わいと笑
顔を一日も早く取り戻し、被災された方 の々生活やなりわいの再建が叶うよう、国土交通省
を挙げて、復旧・復興を、急いでまいります。
本年も、引き続き、「国民の安全・安心の確保」、「力強い経済成長の実現」、「個性を

いかした地域づくりと持続可能で活力ある国づくり」を重点的に取り組む三本の柱として、
全力で取り組んでまいる所存です。
まず、「国民の安全・安心の確保」についてです。昨年1月に発生した埼玉県八潮市での
道路陥没事故を踏まえた対策など、防災・減災、国土強靱化を強力に推進してまいります。
次に「力強い経済成長の実現」についてです。高市内閣で、成長戦略の戦略分野に位
置づけられている我が国造船業の再生や港湾ロジスティクスの強化に向けて、率先して取り
組んでまいります。
最後に、「個性をいかした地域づくりと持続可能で活力ある国づくり」についてです。地
方への人の流れを拡大し、地方での賑わいづくりや雇用の拡大を促すとともに、日常生活や
経済活動、多様な暮らし・働き方を実現するインフラや交通体系の整備を着実に進めてま
いります。
国土交通行政は、国民の命と暮らしを守り、我が国の経済や地域の生活・なりわいに直
結しています。私はこれまでも「地域の繁栄なくして、国の繁栄なし」という考えのもと、徹
底した現場主義で地域の「生の声」と「本音の声」を聞いてまいりました。こうした現場の
声によく耳を傾け、国民のみなさまのニーズにしっかり応えるとともに、災害や事故などの有
事の際は機敏に対応することを含め、本年も全力で任務に取り組んでまいります。

巻

頭

言

国土交通大臣

金 子  恭 之

年 頭 挨 拶
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防災・減災、国土強靱化について、国土強靱化の取組は、自然災害から国民の生命・
財産・暮らしを守るとともに、ライフラインの強靱化等を通じて力強い経済成長を実現する
ものであり、危機管理投資の大きな柱でもあります。

これまで、全国各地で着実に効果は積み上がっていますが、その一方で、自然災害が激
甚化・頻発化しており、また、老朽化したインフラの整備や保全が喫緊の課題となっています。

国土交通省としては、「第1次国土強靱化実施中期計画」の初年度から、防災・減災、
国土強靱化を切れ目なく進められるよう、昨年末に成立した令和7年度補正予算も活用しな
がら、国土強靱化の取組を全力で進めるとともに、引き続き、労務費や資材価格の高騰の
影響等も考慮した必要かつ十分な事業が実施できる予算の確保に努めてまいります。

災害対応体制の強化について、国土交通省では、東日本大震災や西日本豪雨など全国各
地で発生した災害に対し、これまで延べ17万人以上のTEC-FORCEを派遣してまいりました。

引き続き、南海トラフ地震等の大規模広域災害発生時にも自治体等を迅速かつ的確に応
援できるよう、専門的な知識を有する民間人材を非常勤雇用するTEC-FORCE予備隊員制
度の創設、民間事業者をTEC-FORCEパートナー、学識者をTEC-FORCEアドバイザーと
位置づけ、全国から円滑に応援を行える体制の確保、都道府県等との合同研修の実施など、
行政機関・民間企業・学識者が一体となり、災害対応力を格段に引き上げてまいります。

インフラ分野においては、建設現場のオートメーション化に取り組む「i-Construction 
2.0」を推進しています。また、昨年末に人工知能基本計画が定められたことを踏まえ、イ
ンフラ分野においてもAI利活用をより一層促進し、引き続き「インフラ分野のデジタル・トラ
ンスフォーメーション（インフラDX）」による、生産性向上やサービスの高度化を進めてまい
ります。

このほか、電子基準点等の位置情報インフラの強化、電子国土基本図の3次元化等、
国土情報基盤の整備・更新を進め、誰もが利活用しやすいデジタル公共インフラとして整備
していきます。また、第7次国土調査事業十箇年計画に基づき、更なる地籍調査の円滑化・
迅速化を進めてまいります。

測量設計業に従事される皆様におかれましては、引き続き、これらの施策に御理解と御
協力に賜るとともに、測量設計業のより一層の発展に向けて、取組を進めていただくことを
ご期待申し上げます。

本年も国土交通省の組織が持つ「現場力」・「総合力」を最大限活かし、国民の皆様の
命と暮らしを守り、我が国の経済成長や地域の生活・なりわいを支えるという重要な任務に
全力を尽くしてまいります。国民の皆様の一層の御理解、御協力をお願いするとともに、本
年が皆様方にとりまして希望に満ちた、発展の年になりますことを心から祈念いたします。

4 全 測 連

巻

頭

言
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新年、明けましておめでとうございます。

一般社団法人全国測量設計業協会連合会（以

下全測連）の藤本会長をはじめ、会員の皆様には

日頃から暖かいご支援を頂いており、心より感謝申

し上げます。さて、私、令和7年7月20日の第27回

参議院議員通常選挙におきまして、多くの方々から

のご支援のお陰で当選を果たすことができ、参議

院議員としての活動に入りました。

令和7年10月21日に第219回臨時国会が召集され

ました。同日、石破内閣が総辞職したため、衆参両

院で首班指名選挙が行われ、自由民主党の高市早

苗総裁が第104代内閣総理大臣に指名されました。

高市総理の誕生により、憲政史上、初の女性総理

が誕生しました。

高市総理は、「責任ある積極財政」の考え方のもと、

強い経済を構築するため、戦略的な財政出動を掲げ

ています。私自身も、防災・減災、国土強靱化、積

極的なインフラ投資により、強く豊かな国づくりを目指

してまいります。

また、この臨時国会より、私は参議院において、「国

土交通委員会」、「行政監視委員会」、「災害対策およ

び東日本大震災復興特別委員会」、「資源エネル

ギー・持続可能社会に関する調査会」に所属するこ

ととなりました。所属委員会等において、ご支援いた

だいた方 に々ご恩返しができるよう、精一杯頑張っ

て諸課題の解決に取り組んでまいります。

さて、測量設計業をめぐる課題は山積しています。

予算や仕事量の確保の問題、担い手不足への対

応、新しい技術導入など、解決すべき課題は山ほど

あります。こういった課題に対処するためにも、私が

果たすべき役割は、「仕事の量の確保」と、「働く皆さ

んの賃金アップ」だと考えております。

測量設計業は、受注産業であり、仕事を受注しな

いことにはやっていけません。公共、民間を問わず、

仕事の量を確保する、発注件数を確保する、これが

私の役割かと考えております。まずは、高市内閣によ

る積極的な財政出動のもと、公共事業予算の確保、

これに努めてまいります。

次に、働く皆さんの賃金をアップさせるには、測量

設計業を今以上に利益の出る産業にしないといけま

せん。このためには、技術者単価の更なるアップや、

建設産業を元気に、
そして日本を元気に！

顧問／自由民主党参議院議員

見 坂  茂 範

New Year's greetings

2026
賀 詞

賀詞

賀詞

賀詞
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New Year's greetings

諸経費率のアップ、最低制限価格の引き上げなどに

も努めて参ります。

公共事業予算については、当初予算でみると、10

年以上横ばいが続いております。それを補うべく、毎

年の補正予算において、「防災・減災、国土強靱化

のための5か年加速化対策」関連の予算などを計上

してまいりました（図1）。

今後は、昨今の物価高騰を踏まえ、少しでも上積

みができるように、私自身、尽力してまいります。

測量設計業の設計業務委託等技術者単価（以下、

技術者単価）に関しては、今年度まで13年連続の単

価アップを図ってまいりました（図2、図3）。

私も、国土交通省の大臣官房技術調査課長時代

には、この技術者単価を連続して増加させるため、

微力ながら尽力させて頂きました。引き続き、技術者

単価をアップし、若い人たちに測量設計業界に来て

もらえるように、全面的にご支援をさせて頂きます。

私自身としては、これまでの国土交通行政での経

験を活かして、今後は測量設計業を含む建設産業

界代表の国会議員として、そして、当選後に入会した

自由民主党測量設計議員連盟の一員として、先輩

議員と一緒になり、「経営基盤強化PT」「業務領域

拡大PT」を通じて、皆様方のご要望に一つでも応え

られるように、微力ではありますが、尽力してまいりま

す。そして、建設産業を元気に、日本を元気にして

まいりたいと思います。

結びに全測連の益 の々発展と、測量設計業をめぐ

る課題が大きく改善される年となるようご祈念申し上

げ、年頭のご挨拶とさせていただきます。
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賀詞

賀詞

賀詞
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明けましておめでとうございます。

自由民主党測量設計議員連盟（以下は議連）

を代表して、謹んで新年のご挨拶を申しあげ

ます。

本年も、我が議連は引き続き全国測量設計業

協会連合会（以下は全測連）としっかり手を携

え、倍旧の活動を展開して参ります。

永年にわたり全測連の皆様が国の基盤創造の

ため、国民の安全・安心の礎となる国土情報整

備推進に多大なるご活躍とご貢献を続けておら

れますことに深甚なる敬意を表します。

また、昨年の参議院選挙では、我が党の議連

関係の各候補者に対し力強いご支援をいただき

ました。心より御礼を申しあげます。

議連では「経営基盤強化PT」で、測量士等の

人材確保への支援、測量士資格制度の改善、経

営安定化に向けた技術者単価のアップに取り組

んできました。

また「業務領域拡大PT」では、国土強靱化実

施中期計画の確実な予算確保、地域に根付いた

従来技術の活用と地方自治体での台帳データ整

備によるインフラ維持管理業務の推進に取り組

んでいます。

我が議連が最初からテーマとしてきました地

籍調査は、国土調査法に基づき毎筆の土地の境

界や面積等を調査しています。第7次国土調査

事業十箇年計画も後半となり、地籍調査作業規

程準則の改正を行い、「通知に無反応な土地所

有者等に対応した調査手続きの導入」、「リモー

トセンシングデータを活用した調査対象地域の

拡大」を実施して、地籍調査の加速化に取り組

んでいます。全国の進捗率も約53％（令和6年

度末時点）となりました。今後も地域特性に応

じた調査手法の導入等が掲げられています。そ

こで、本計画を推進する上で、「地域の守り手」

である全測連メンバーが、より一層中心となり、

大いにその役割を果たされることを期待してお

ります。

昨年、6月12日の議連総会では、全測連から

議連に対して「令和8年度予算に向けた施策・

予算に対する要望書」が手交されました。

要望事項の重要なポイントである地域の担い

手、守り手の確保、働き方改革への取り組み、

国土強靱化実施中期計画への取り組み、生産性

新年のご挨拶

自由民主党測量設計議員連盟　会長／衆議院議員　

田 中  和 德

New Year's greetings

2026
賀 詞

賀詞

賀詞

賀詞
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賀詞

賀詞

賀詞
向上に向けた設備投資支援等につきましては、

今の2つのPTの活動を継続させ、さらに集中し

て検討を進めて参ります。

また、測量設計業の経営健全化や品質確保の

ため、設計業務委託等技術者単価の適切な引上

げ、諸経費の大幅な改定などにも取り組みます。

結びに、全測連の益々のご活躍とご発展を祈

念し、年頭のご挨拶と致します。本年もよろし

くお願いいたします。

6月12日 測量設計議員連盟総会 田中会長挨拶 6月12日 測量設計議員連盟総会 田中会長挨拶 

6月12日 測量設計議員連盟総会 要望書手交 6月12日 測量設計議員連盟総会 要望書手交 
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2026年の年明けに際して、全国測量設計業

協会連合会の皆様に、年頭のご挨拶を申し上げ

ます。旧年中は、私どもの活動を支えていただ

き、誠にありがとうございました。とりわけ、

新しい出発を致しました公明党を温かく見守っ

てくださり、心からの感謝を申し上げます。立

場は変わりましが、命を守り、生活の質を向上

させる社会資本整備にかける思いは、まったく

変わりません。否むしろより一層、防災・減災、

国土強靱化に取り組んで参る所存です。

折からの気候変動などにより、大規模災害が

絶えません。事前防災の必要性を痛感する日々

です。しかし、ひとたび災害が起きた場合には、

一日も早く元の生活に戻りたい、というのが

人々の願いです。そのためには、いち早く復旧・

復興する必要があります。地域の守り手として、

災害発生時にすぐさま被災現場に駆けつけ、被

災状況の把握を行い、復旧・復興に対する迅速

な対応に懸命に取り組んでいただいている全測

連の皆様が無くてはならない存在であることは

強調してもしすぎることはありません。本当に

ありがとうございます。

先日、地元埼玉県のとある首長さんと国交省

に調節池の予算要望に行ったときのこと。首長さ

んが示す二つの地図には、ドローンによる三次元

測量の標高成果と台風による浸水被害の実態、お

よび新規調節池の設置場所が記載されていまし

た。この二つの地図は、物の見事に符合しており、

調節池の必要性がよく分かるものでした。

2025年4月、国土地理院で管理する電子基準点、

三角点、水準点等の基準点の標高成果について、

これまでの水準測量を基盤とする値から、衛星測

位を基盤とする値に改定されました。その結果、

標高成果の早期提供が可能となりました。

平成28年熊本地震を例にとると、地震発生か

ら標高の利用可能までの期間がこれまでの約5

カ月から約1カ月後に大幅に短縮されるとのこ

とです。それだけ、精度の高い復旧工事がより

早く可能となるわけで、大変に有意義な改定で

あると喜んでおります。

ただ、そうした災害時に重要なお役目を務め

ておられる皆様の業界においても、若手職員が

減少し、高齢化が進んでいることは大きな課題

です。業界の先行きが見えてこないと、担い手

年頭挨拶

公明党測量設計議員懇話会　会長／公明党幹事長／参議院議員　

西 田  実
ま こ

仁
と

New Year's greetings

2026
賀 詞

賀詞

賀詞

賀詞
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賀詞

賀詞

賀詞
の確保がより困難になることは否めません。私

どもは、2009年から2012年の野党の時代に、

「防災・減災基本法」を議員立法にて国会に提

出しました（ちなみに、発議者は私です）。当時、

同じ野党であった自民党も「国土強靱化基本法」

を提出し、与党に返り咲いてから、両法案を合

体、現在の「防災・減災、国土強靱化基本法」

となりました。

事前防災により、財政への負担を少しでも軽

減しつつ、命に危険が及ばないよう、危険度の

高い地域から防災・減災投資を行うことは重要

です。来年度には、新たな「防災・減災、国土

強靱化」五カ年プランが始まります。これから

も計画的かつ安定的に実施して参ります。

2025年3月から適用されている設計業務委託

等技術者単価は13年連続の引き上げとなりま

した。全職種単純平均で対前年度比5.7％増、

なかでも測量業務は9.3％増となりました。加

えて、適正な履行期の設定や履行期限の分散な

ど、働き方改革と処遇改善も進めていく必要が

あります。

国土交通省、関連団体が進める、建設関連業

のイメージアップも重要です。大学、高校等で

若い方々に仕事のやりがい、意義などを十分に

理解頂くことで興味を持って頂くことがまずは

大切でしょう。2024年の「品確法」改正により、

建設関連業界の担い手確保のための環境整備を

図るとともに、測量法について、養成施設に係

る要件を柔軟化するなど、若年測量技術者の育

成にも全力を挙げています。

今後、AIによる地図調製なども進んでいくことでしょ

う。現在、研究中と聞きました。i-Construction2.0

やインフラ分野のDXも、ハザードマップの3D

表示や三次元設計の標準化、建設機械施工の自

動化など、さらなる進化することは間違いあり

ません。全測連の皆様は、そうした進化する社

会資本整備の最も基本的かつ重要な計測情報を

提供しておられます。その重要なお仕事がもっ

と円滑に進められるよう、私どもも誠心誠意、

働いて参ります。どうか、本年も何卒よろしく

お願い申し上げます。
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1　はじめに
近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・

頻発化し、毎年のように全国各地で水害が発生してい
る。また、令和6年元日に発生した能登半島地震は、
多くの人命や家屋、ライフライン等に甚大な被害をも
たらした。令和6年8月8日に発生した日向灘を震源と
する地震では、初めて「南海トラフ地震臨時情報（巨
大地震注意）」が発表されるなど、巨大地震の切迫
性が高まりを見せている。また、令和7年1月に埼玉県
八潮市で発生した道路陥没事故により、インフラ老朽
化対策は来るべき大規模災害に備える上でもその重
要性が改めて認識されたところである。

このような災害から国民の生命・財産・暮らしを守り、
国家・社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、
国土強靱化の取組を切れ目なく推進する必要がある。

その枠組みとして、令和5年6月に「強くしなやかな
国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する
国土強靱化基本法」が改正され、国土強靱化実施
中期計画が法定計画として位置付けられている。令
和7年度を最終年度とする「5か年加速化対策」に続
く計画として、令和7年6月6日に「第1次国土強靱化
実施中期計画」（以下「実施中期計画」という。）が
閣議決定されており、本稿においては、その内容につ
いて紹介する。

2　実施中期計画の概要
第1章では、これまでの国土強靱化施策が着実に

効果を発揮してきた一方で、人件費・資機材価格の
高騰や人口減少・少子高齢化を背景に、コスト増大
や工期延伸等への対応が必要といった諸課題が顕在
化しており、「災害外力・耐力の変化」、「社会状況の
変化」、「事業実施環境の変化」という3つの変化への

対応が必要であるとされている。「災害外力・耐力の
変化」への対応では、高度経済成長期に整備された
インフラの老朽化が加速度的に進行する中、修繕・
更新を強力に推進し予防保全型メンテナンスへの移
行を図ることとしている。

第2章では、計画期間が令和8年度から令和12年
度の5か年とされた。

第3章では、計画期間内に実施すべき施策（全326
施策）が位置付けられており、施策の推進に必要な
制度整備や関連計画の策定等の環境整備、普及啓
発活動等の継続的取組、長期を見据えた調査研究等
についても、目標を設定して取組を推進することとし
ている。

第4章では、推進が特に必要となる施策（全114施
策 ） の内 容 及び目標（234の重 要 業 績 指 標Key 
Performance Indicator（KPI））を定めている。

3　推進が特に必要となる施策について
第4章に位置付けられた施策の目標は、南海トラフ

地震が30年以内に発生する確率（8割程度）等に鑑み、
一人でも多くの国民の生命・財産・暮らしを守るため、
おおむね20年から30年程度の期間を一つの目安とし
て、国土強靱化のレベルを一段上の水準まで引き上
げることを念頭に検討・設定したものである。施策の
中には、事業箇所における各種調整等に一定の時間
を要すること、気候変動の影響等により全体事業量
増加したこと等により、長期目標の達成に30 年超の
期間を要するものもあるが、このような施策において
も、地域ごとに異なる災害リスクの実情や緊急性等を
踏まえ、早期に効果を発揮できるよう、優先順位や
手法を検討の上、実施していくこととしている。

  特集    「これからの国土強靱化」

第1次国土強靱化実施中期計画について

内閣官房国土強靱化推進室　次長　　山 本  巧
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 特集   「これからの国土強靱化」

特に推進すべき施策の目標と指標の例

（例1） 「国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・
管理」に位置付けられている、「推進施策10　
流域治水対策（河川、砂防、下水道、海岸）」
においては、下記を含め9の目標及び指標を掲
げている。  
・ 気候変動を踏まえた洪水に対応（必要な流下能力

を確保）した国管理河川（約1,500万m3/s・km）
の整備完了率  
31％【R5】 → 39％【R12】→ 100％【R62】

（例2） 5本柱の「デジタル等新技術の活用による国土
強靱化の高度化」においては、AIやドローン、
衛星等の革新的なデジタル等新技術を発災直
後の初動対応から復旧・復興段階に至るあら
ゆる災害対応フェーズにおいて積極的に活用で
きるよう平時も含めた運用体制の強化を図るこ
ととしており、「推進施策86　防災・減災およ
び災害対応に資する地理空間情報の整備」に
おいては、下記を含め4の目標及び指標を掲
げている。  
・ 災害リスク評価の基礎となる平野部における

地形分類情報（10万km2）の整備完了率  
61％【R5】 → 100％【R12】

ライフラインの強靱化、官民連携、地域防災力の
強化といった他の5本柱にも、インフラ老朽化への対
応、住宅等の耐震化、避難所環境の抜本的改善といっ
た推進が特に必要となる施策が位置付けられている。

対策の事業規模は、「今後5年間でおおむね20兆
円強程度を目途とし、今後の資材価格・人件費高騰
等の影響については予算編成過程で適切に反映する。
また、対策の初年度については、経済情勢等を踏まえ、
速やかに必要な措置を講ずる」とされ、「次年度以降
の各年度の取扱いについても、予算編成過程で検討
することとし、今後の災害の発生状況や事業の進捗
状況、経済情勢・財政事情等を踏まえ、機動的・弾
力的に対応する」こととされた。

令和７年１２月１６日に成立した令和７年度の補正
予算においては、「推進が特に必要となる施策」関連
の経費として、国費1兆9,159億円を計上しております。

「第1次国土強靱化実施中期計画」のスタートとして、
国土強靱化を着実に推進するために必要となる予算
が計上されています。

4　おわりに
今後とも、切迫する巨大地震や、激甚化・頻発化

する大規模自然災害による被害を軽減・回避するため
には、インフラ老朽化対策を含め、国土強靱化の取
組のペースを緩めることなく、着実に推進していかな
ければならない。実施中期計画に基づき、行政はも
とより、インフラの整備・維持管理の担い手であると
ともに、安全・安心確保を担う「地域の担い手」とし
て重要な役割を果たしている建設業に従事する方々を
はじめ、多くの関係者としっかり連携しながら、オー
ルジャパンで国土強靱化を推進してまいりたい。

＜参考＞
第1次国土強靱化実施中期計画（内閣官房HP）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/
dai1_chuukikeikaku/index.html




